
 

（5）都道府県性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 愛媛県令和6年度
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※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。

Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ グループ内順位及び都道府県平均は、令和6年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合グループ内順位を表示しない。
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性質別歳出の分析欄

人件費は、住民一人当たり127,685円で、増加傾向にあった中、令和５年度は減少し、令和６年度は増加した。これは、定年引上げの経過措置に伴い、退職手当の支出が隔年となったことによるものである。

物件費は、住民一人当たり23,662円で、増加傾向にあった中、令和５年度は減少し、令和６年度は増加した。これは、新型コロナウイルス感染症対応に係る経費の減や、高病原性鳥インフルエンザの防疫対策に係る経費の増によるものである。

扶助費は、住民一人当たり26,608円で、増加傾向にある。これは、障害者介護給付費等負担金や保育施設等運営費負担金、障がい児入所給付費等負担金の増によるものである。

補助費等は、住民一人当たり115,171円で、増加傾向にあった中、令和５年度に続き令和６年度も減少した。これは、新型コロナウイルス感染症対応に係る経費の減によるものである。

普通建設事業費は、住民一人当たり94,952円で、増加傾向にある。これは、県立学校の校舎等の整備に係る経費の増によるものである。

積立金は、住民一人当たり18,881円で、令和６年度は減少した。これは、県立学校教育環境整備基金への積み立てに係る経費の減によるものである。

貸付金は、住民一人当たり90,578円で、減少傾向にあった中、令和５年度は増加し、令和６年度は減少した。これは、中小企業振興資金の貸付金の減によるものである。
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